重度心身障害者医療費助成制度の所得制限について
本人又は扶養義務者，配偶者に一定以上の所得がある場合は対象となりません。

① 本人の所得制限
国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号）附則第32条第11項の規定によりなお
その効力を有するものとされた国民年金法施行令等の一部を改正する等の政令（昭和61年政令第53号）
による改正前の国民年金法施行令第6条の4に規定する額
	扶 養 親 族 等 の 数
	基　準　額

	０　人
	１，６９５，０００円

	１　人
	２，０７５，０００円

	２　人
	２，４５５，０００円

	３　人
	２，８３５，０００円

	※扶養親族が1人増すごとに 380,000円を加算

	※扶養親族中に老人控除対象配偶者，老人扶養親族が含まれる場合・・・１人につき 100,000円を加算

	※扶養親族中に特定扶養親族が含まれる場合・・・1人につき 250,000円を加算


② 扶養義務者等の所得制限
特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和50年政令第207号）第2条第2項に規定する額

	扶 養 親 族 等 の 数
	基　準　額

	０　人
	６，２８７，０００円

	１　人
	６，５３６，０００円

	２　人
	６，７４９，０００円

	３　人
	６，９６２，０００円

	※扶養親族が1人増すごとに 213,000円を加算

	※扶養親族中に老人扶養親族が含まれる場合・・・1人につき60,000円を加算（扶養親族すべてが老人扶養親族の場合，そのうち１人を除いた人数で加算する。）


所得金額および控除対象

	本 人
	扶 養 義 務 者

	老齢福祉年金の
所得金額
	控除対象
	特別児童扶養手当の
所得金額
	控除対象

	· 総所得金額

· 退職者所得金額

· 山林所得金額

· 土地等に係る事業所得等の金額

· 長期譲渡所得金額

· 短期譲渡所得金額

· 先物取引にかかる雑所得等の金額

· 条約適用利子等の額並びに条約適用配当等の額
	· 障害者控除

· 特別障害者控除
· 寡婦，寡夫，勤労学生控除

· 特別寡婦控除

· 配偶者特別控除

· 雑損，医療費，小規模企業共済等掛金控除

· 肉牛の売却による事業所得に係る地方税の課税特例

· 社会保険料（実費）
	· 総所得金額

· 退職者所得金額

· 山林所得金額

· 土地等に係る事業所得等の金額

· 長期譲渡所得金額

· 短期譲渡所得金額

· 先物取引にかかる雑所得等の金額

· 条約適用利子等の額並びに条約適用配当等の額
	· 障害者控除
· 特別障害者控除
· 寡婦，寡夫，勤労学生控除

· 特別寡婦控除

· 配偶者特別控除

· 雑損，医療費，小規模共済等掛金控除

· 肉牛の売却による事業所得に係る地方税の課税特例

· 80,000円（社会保険料相当額として控除）


· 「総所得金額」＝利子所得＋配当所得＋不動産所得＋事業所得＋給与所得＋譲渡所得＋一時所得＋
雑所得（給与所得＝給与等収入金額－給与所得控除額）

· 公共事業による土地収用については，特別控除前の額が所得額となります。

